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Ⅰ　はじめに

　浜松地域は、南海トラフによる大規模な地震が約

150 年周期で発生しており、静岡県がまとめた第 4 次

被害想定 (1) では、当校がある浜松市南区沿岸にも最

大 13m の津波がくることが想定されている。過去、

多くの地震があり、江戸時代にあった宝永地震（1707

年）などでは津波が遠州灘沿岸を襲い、大きな被害を

及ぼした記録がある (2)。その中で東日本大震災後、当

校でも防災教育に力を入れ、学生や地域の方を巻き込

んで意識づけを図る取り組みが必要と考えた。当校の

比較的高い建物 2 棟については、浜松市の津波避難ビ

ルに指定するよう働きかけ、実現するなど校をあげて

災害に対する備えや啓発活動に取り組んでいる。

　電子情報技術科では、IT 関係の技術を活用し、地

域防災に貢献するための避難所支援システム（愛称

「避難所てだすけくん」）を提案しており、本報では、

本システムの有効性について報告することを目的とす

る。システムの開発は、地元企業 2 社との共同研究と

して、また地元自治体の浜松市役所や静岡県西部危機

管理局などの防災関係者の意見を取り入れながら進め

ており、ここに示す内容はこれまで 3 年間継続的に取

り組んできた結果である (3)。

Ⅱ　開発の経緯

　一般的に地震や豪雨のような規模が大きい災害が発

生したときには図 1 に示すような避難所 (4) が開設さ

要約 東日本大震災時、東北地方だけで約 2,000 箇所の避難所が開設された。電力・通信イン

フラストラクチャー ( 以下、インフラ ) が寸断されていたため、避難所の避難者数や不

足物資に関する情報収集は、困難を極めた。この問題を解決するために、筆者らは電力・通信イ

ンフラがない状況でも、単独で動作が可能な避難所支援システム（愛称、避難所てだすけくん）

を開発した。これは、自立バッテリー及び無線機を持ち、入力端末で避難者数を集計、被災者自

身がもつスマートフォンを利用して個人情報を入力してもらうことで避難者情報を得て、サー

バーに避難者名簿を自動的に作成することができるシステムである。また、サーバー内にある集

計した避難所データを無線通信システムを用いて、災害対策本部がある区役所などに送信し、避

難所ごとのデータを統計、閲覧することもできる。当校の避難訓練で本システムの実証実験を行

い、10 分間に学生・職員の人数 140 名に対し、避難者に見立てた家族の人数 567 名を集計できた。

また、無線通信システムによるデータ通信実験を行い、2.6km 離れた地点間で避難所情報を正確

に伝送、統計できることを確認した。
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れる。東日本大震災の際には、各地の避難所で以下の

問題が発生した (4)(5)。

・避難所の状況把握が困難

・避難者安否情報の把握が困難

・ 必要量の把握ができなかったことによる配給物資の

不足、種類や量の偏り

・ 災害時要援護者（高齢者、障害者、乳幼児等）への

不十分な対応

　これらの原因として、被害地域が広範囲だったこと、

避難所の数が多すぎて（東北で約 2,000 箇所）全体の

状況及び各避難者の情報を把握できなかったことがあ

る。また、避難者が自宅での避難に切り替えたり、他

の避難所へ移動するなどして入退室管理が難しかった

こともある。

　こうした対策として、避難所の避難者名簿を作り、

適切に利用することが有効とされている (6)。実際に、

避難者名簿をまとめることができた避難所では、避難

者名簿が安否情報の確認に役立ったという例が報告さ

れている (5)。しかし、多くの避難所では避難者名簿の

活用は困難であった。その理由として、震災の混乱

により避難所に対して対応できる自治体職員の数が

圧倒的に少なかったことで、詳しい情報を調査するこ

とは困難だったことが挙げられる。また、被災地では

地震や津波に伴う設備の破損等によりインフラが寸断

されており、まず電気が使えなくなったことから、コ

ンピュータが使用できなくなったとの報告がある。そ

のため避難所では手作業で避難者名簿を作ることとな

り、作成や集計、更新が困難な作業となった。それに

加え、携帯電話やインターネットといった通信手段も

途絶や輻輳により使用不能となり、まとめた情報を共

有することができなかった。さらに、当時は避難者

名簿の様式が統一されておらず (5)、名簿から得られる

情報が実際の救援ニーズと対応していなかった事象も

あった。以上のことから、災害発生時に必要となる情

報の種類を予め整理しておき、避難者名簿の様式に反

映することが重要であると考えられるようになり、近

年は多くの自治体が独自の避難者名簿様式を指定して

インターネット上で公開している (7)。

　これらの問題を解決するため、筆者らは災害発生後

1 週間程度までの電力・通信インフラ喪失下でも、単

独動作が可能な避難所支援システムを製作した。これ

により避難者数の集計や避難者名簿の作成が短時間で

でき、区役所などの災害対策本部に自動でデータ通信

を用いて送信できるようなシステムを完成させた。

　本システムの検証実験として、本校の避難訓練にお

いて製作したシステムの運用実験を行い、避難者数の

把握能力を評価した。

 図 1　避難所の様子（東日本大震災）(4)

Ⅲ　避難所支援システムの概要

　避難所支援システムは、以下の 3 つのシステムで構

成されており、それぞれの関連性を図 2 に示す。

①　避難者名簿作成支援システム

　システムは避難者名簿作成支援サーバー（以下、サー

バー）と入力端末からなる。サーバーを利用し、浜松

市避難所運営マニュアル (7) に沿った避難者名簿を短

時間で作成する。バッテリーで長時間駆動させるため、

低消費電力となるように設計されており、避難者情報

入力端末や無線通信機、避難者のスマートフォン・タ

ブレット端末との通信を行うことができる。

　また、災害発生時避難所に殺到する避難者の人数を

迅速に把握するために入力端末を使用する。また、救

援物資や食糧の配布等にも利用し、過剰若しくは配布

漏れを防ぐことができるようにする。

②　太陽光発充電システム

　太陽光発電または家庭用 AC100V 電源によりバッ

テリーに充電し、バッテリーの電力を利用してサー

バー、通信機を稼働させる。

③　無線通信システム

　避難所サーバーと市役所とで独自無線通信を確保

し、避難者数、必要物資等避難所運営に必要な情報を

送受信する。

　本システムを製作する前に避難所の問題点とその有

効な解決策を明らかにし、システムの仕様を固めるこ

とを考えた。静岡県西部危機管理局の 3 名の方に講師

依頼をして避難所運営ゲーム（以下、HUG と略す）(8)

を当校電子情報技術科 2年生全員（14名）に対して行っ

た。図 3 に当校学生が HUG を体験している様子を示
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Ⅳ　避難所名簿作成支援サーバー

　図 5 に製作した避難所名簿作成支援サーバーを示

す。マイコンボード Raspberry Pi 2 を核とした低消費

電力サーバーを製作した。このサーバーは以下の機能

を提供する。

・避難者情報の入力のための Web アプリケーション

・避難者情報を格納するデータベース機能

・避難者のスマートフォンや入力端末との無線通信

１　ハードウエア
　持ち運びに必要な強度を確保するため市販のアタッ

シュケース内に筐体を収めた。電源回路の部品などを

小型化するなどした結果、全体の重さを 4 kgf とする

ことができた。また、フロントパネルの使い勝手を向

上させるために、ディスプレイをタッチスクリーンに

替え、マウスがなくても操作できるようにした。USB

コネクタを追加し、外部 USB 接続を簡単に利用でき

るようにした。サーバーの消費電力を測定したところ、

す。HUG は、静岡県が開発した避難所運営をゲーム

形式で疑似体験するもので、避難所運営を行うことに

なる各自治体や地域の自治会、教育機関などの関係者

に避難所の運営を的確に行えるように訓練するゲーム

であり、避難所の問題点を意識することも可能である。

ゲームを体験したところ、災害が発生すると多くの避

難者が避難所に殺到し、これ以外にも簡易トイレの設

置などの運営業務が多く発生することから、避難所ス

タッフは避難者をさばくことすら困難であることが分

かった。

　この結果から、災害後の経過期間によって、震災当

日をフェーズ 0（安全を確保する期間）、震災翌日以

降をフェーズ 1（安定へ向けた対策をする期間）、7 日

経過程度をフェーズ 2（環境改善へ対策をする期間）

として分類し、それぞれのフェーズごとにシステムの

仕様を決定することにした。図 4 にフェーズごとのシ

ステムのデータ集計について示す。フェーズ 0 では上

記の混乱により最小限の情報集約にとどめ、避難者数

や家族の人数など避難所にどれだけの人が避難をして

いるのかを明らかにする人数把握に努めることとし

た。避難者数は災害対策本部が設置されている市役所

（及び区役所）に送り、避難所ごとの合計避難者数や

避難所のニーズ把握などに活用ができるようにするこ

とにした。また、安全が確保され、安定へ向けた体制

をつくれるようになるフェーズ１に移行した段階で避

難者名簿の作成を行うこととした。作成した名簿は無

線を通じて災害対策本部に送ることを考え、刻々と避

難者名簿の内容は変更することが想定されるので 1 日

1 回など定期的に避難者名簿を更新し、送信すること

を検討した。また、基本理念として、緊急時の混乱状

態でも問題なく扱えるような、シンプルで持ち運びも

可能な構成を目標とした。

災害時避難所支援システムの開発

図 2　避難所支援システムのブロック図　

図 3　避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）の体験の様子

図 4　災害発生時から収集が必要な情報の推移
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モニター使用時、未使用時の消費電力はそれぞれ 6.1 

W、2.0 W と低消費電力を実現できた。サーバーの起

動時及びメンテナンス時などではモニターを起動して

動作を確認し、実際の運用時にはモニター電源を切る

ことで低消費電力化を図ることとした。

図 5　避難所名簿作成支援サーバー

２　�ソフトウエア及びWebアプリケーション
　サーバーの OS には軽量 Linux ディストリビュー

ション DietPi を採用し、軽量 DBMS の Firebird や製

作したアプリケーションをインストールした。サー

バープログラムが自動的に起動されるように設定し、

難解なコマンドを入力しなくても使用できるようにし

た。

　避難者の情報を入力するためのスマートフォン若

しくはタブレット向け Web アプリケーション（以下、

Web アプリ）を製作し、サーバー内に導入した。避難

者にはサーバーに無線 LAN を利用して接続し、個人

情報を入力してもらうことにした。図 6 に個人情報入

力 Web アプリを示す。ここに入れる情報の特徴的な

ものとして、避難所到着時に受け取るバーコード番号、

避難者の氏名、性別、住所、年齢、避難先が避難所か

在宅避難かの情報とさらに、アレルギー情報特定原材

料 7 品目 (9)、要配慮事項、必需品、そして得意な分野

などがある。また、なりすましを防ぐためにパスワー

ド管理ができるようになっている。これらの個人情報

は浜松市の避難所運営マニュアル (7) に沿ったもので

あり、避難所から市に報告する内容と一致している。

これ以外に避難所から避難者へ伝えるべき内容（例、

毛布が到着します）も最新のお知らせなどで広報する

ことができる。入力された個人情報は、瞬時にサーバー

内のデータベースに登録される。

　また、避難所管理者が避難所の避難者を管理するた

めの Web アプリを作成した。図 7 にこれを示す。合

計の避難者数、避難者名簿を表示することができ、避

難者名簿の修正、名簿持ち出し用の CSV ファイルの

書き出しなどもできるようになっている。管理システ

ムは特定の管理者向けのシステムであるために、パス

ワード保護機能をかけてあり、特定管理者以外は閲覧

図 6　個人情報入力 Web アプリケーション

(a) 避難者入力トップ画面 (b) 基本情報入力画面

(c) 個人情報一覧画面 (d) アレルギー入力画面

図 7　避難所管理者向け Web アプリケーション
(a) 避難者数把握画面 (b) 避難者名簿一覧画面

22



災害時避難所支援システムの開発

らし合わせが可能となる。裏面には、Web サーバー

アクセスのための URL 及び QR コードを用意してい

る。端末は入力された情報を ZigBee 無線通信によっ

てサーバーへ送信する。受信したサーバーはデータを

解釈して情報を取り出し、データベースに登録する。

避難が落ち着いたフェーズ１以降に前述した Web ア

プリケーションでバーコード番号及び個人情報を入力

してもらい、識別用カードとひも付けする。 

　この入力端末は携帯することができ、先にも述べた

ように単 3 電池 4 本で駆動する。マイコンの動作電圧

（5V から 3.3V）やクロック周波数の低減（32MHz か

ら 8MHz）、バーコードリーダーや無線通信モジュー

ルを必要なときのみ動作させる電源制御といった工夫

を施した結果、動作電流は待機時 24 mA、バーコード

リーダーでの読み取り時 150 mA 程度となった。新品

のアルカリ乾電池（2,000 mAh）4 本を使って 10 秒に

1 回情報を入力した場合を仮定すると、動作時間は 40

時間程度である。これを 3 台製作し、並列に避難者数

を入力することができるようにした。図 10 に避難所

受付での入力端末運用模式図を示す。

　避難者数の入力は以下の手順で行う。

1.　家族に対して代表者 1 名が避難所受付に並ぶ

2.　3 台ある入力端末に振り分ける

3.　 家族の代表者番号をバーコードリーダーで読み取

り代表者に渡す

4.　代表者が家族の人数をボタンで入力

5.　入力した情報をサーバーに送信

6.　  代表者に家族分のバーコードを渡し、家族全員に

分け与えてもらう

Ⅵ　太陽光発充電システム

　今回作成した太陽光発充電システムを図 11 に示す。

大規模震災時は、電力インフラが途絶されている可

できないようになっている。

Ⅴ　避難者数入力端末

　入力端末は、災害発生時に（主に当日）避難所に殺

到する避難者の人数を素早く把握するために利用す

る。また、救援物資や食糧の配布等にも利用し、過剰

供給や配布漏れを防ぐことができる機能と不審者への

対策として避難所への避難者の入退室管理などにも利

用する。図 8 に避難者数入力端末を示す。

　避難者には受付にてバーコードを印刷した識別用

カードを各人に配布し、携帯することを条件とする。

写真 5 に避難者に配布する識別用カードを示す。バー

コードの形式は JAN-8 形式となっており、8 桁の数字

で表す、避難者人数は 4 桁の約 1 万人分、それ以外

に避難所番号など 3 桁分が情報として組み込まれて

いる。浜松市の計画では、避難所数が 200 ヶ所、避

難所 1 か所あたりの最大収容人数が 5,000 人となって

いるため、十分対応できると考えられる。バーコード

番号の打ち間違いなどを防ぐため、最終 1 桁がチェッ

クディジットとなっている。本システムが複数の避難

所に設置された際には、避難所を移動したとしてもこ

のカードを持っていれば、登録された個人情報との照

図 9　避難者に配布する識別用カード

図 8　避難者数入力端末

図 10　避難所受付の入力端末の運用模式図
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能性が高く、サーバーや無線機を駆動させるための

自前の電力システムが必要である。平時に家庭用 AC　

100V 電源で確保した電力を用い、また緊急時は晴天

時に太陽光による発充電でポータブルバッテリーに確

保した電力を用いて避難者名簿作成支援システムや無

線通信システムを駆動させる。また、USB 端子を設

けており、災害時充電が難しくなるスマートフォンや

タブレットへの電力供給も可能となっている。電力供

給部にはキースイッチを設けてあり、管理者以外は使

用できないような工夫も施されている。当システムは、

ソーラーパネル 50W（25W× 2）と 12V12Ah のバッ

テリーを採用している。 このバッテリーでサーバー

（消費電力 2.0W）がどれだけ駆動できるかを実験した。

その結果を図 12 に示す。バッテリー過放電をし、シ

ステムが停止するまで 4.5 日程度であった。そのため、

バッテリーの電圧が 11V になるまで使用することと

し、約 3.5 ～ 4 日程度を駆動できる日数と判断した。

　また、ディジタル簡易無線機の駆動実験では、1 日

15 回程度の送信をし、それ以外は待機（受信）状態

で運用した場合で想定すると 1 日 1 回程度のバッテ

リー交換を目安とすればいいことがわかった。以上結

果から、ポータブルバッテリーを 3 ～ 4 個ほど用意し

て、システム駆動及びバッテリー発充電を並行し、ロー

テーションさせつつ利用することで電力供給を持続さ

せることとした。

Ⅶ　無線通信システム及び
避難所統計システム

　大規模災害時は、通信インフラも途絶されている可

能性が高い。そのため、サーバー内に格納された避難

者数のデータを災害対策本部（想定では浜松市南区役

所）に送るための無線通信システムを、また災害対策

本部で避難所の状況を統計する避難所統計システムを

それぞれ製作した。図 13 に無線通信システムと避難

所統計システムの関連性を示す。避難所からは避難所

支援サーバーにて収集した避難者数や避難者名簿を無

線通信システムで送信する。災害対策本部は、これら

をリアルタイムでデータを取得し、避難所統計システ

ムにて総避難者数などの統計を取得することで救援物

資の配給等の見積もりなどに利用できる。図 14 に無

線通信システムを示す。無線機は市販のディジタル簡

易無線（YAESU 無線社製、VX-D2901）を利用した。

この無線の特徴として、登録局であり、利用者が免許

図 12　太陽光発充電システムによる

避難所支援サーバー駆動実験の結果

図 11　太陽光発充電システム

図 14　無線通信システムの写真

図 13　無線通信システムと避難所統計システムの関連性
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Ⅷ　実証実験

１　避難所支援サーバー及び入力端末
　平成 27 年 11 月 19 日に行われた本校の避難訓練の

際に、本システムを使って避難者数をどれだけ速く数

えられるか調べる実証実験を行った。図 16 にその実

証実験の様子を示す。実験では、2 台の入力端末を使

い、1 台につき 3 人の係員を配置し、作業を行った。

参加者を家族の代表者と見立て、自身の家族の人数を

入力してもらい、10 分間で 140 人の参加者から 567

人分の情報が問題なく登録ができた。この結果、本シ

ステムを使うと千人規模の大きな避難所でも避難者数

を素早く把握できることを実証できた。

図 16　当校避難訓練での避難所支援

サーバー実証実験の様子

２　無線通信システム及び
避難所統計システム

　無線通信システム及び避難所統計システムの実用性

を確認するため、避難所データの通信実験を行った。

避難所に見立てた本校 3Ｆの建物の部屋から、避難所

支援サーバー内の避難者数のデータを送信し、2.6km

先の災害対策本部に見立てた中田島砂丘まで、正確に

データが送れ、統計を取得できることを確認した。図

17 に無線通信システムの実証実験の様子を示す。

Ⅸ　まとめと今後の展開

　災害時電力通信インフラが途絶された状態でも単独

で動作可能な避難所支援システム（愛称、避難所てだ

すけくん）を製作した。本システムには、避難者名簿

作成支援サーバーにて避難者名簿を作成する機能、入

力端末にて避難者数を集計する機能、太陽光発充電シ

ステムにて太陽光を用いてポータブルバッテリーを充

電する機能を備え、さらに無線通信システム及び避難

を持つ必要がないこと、出力が高く（送信出力 5W）

通信距離が長くとれること（環境にもよるが 10km 程

度）、ディジタル通信であるため、避難者名簿データ

の暗号化が可能であることなどが挙げられる。避難者

数情報の通信方法について説明する。市役所等から避

難所サーバーを呼び出し、それについての応答があっ

た場合に避難者数の要求を行い、避難所からは人数が

送信される仕組みである。これにより、災害対策本部

では自動的に避難所のデータを取得できる。

　次に、災害対策本部に送られた避難者数を視覚的に

表すことができる避難所統計システムを製作した。図

15 に避難所統計システム内の地図に避難者数を表示

している様子を示す。地図データは、オープンソース

である Open Street MAP を利用していてサーバー内に

ダウンロードされているため、インターネット環境が

なくても動作可能となっている。当校がある浜松市南

区には避難所が計 14 ヶ所設定される計画となってい

る (10) が、この場所がバルーンアイコンより地図上に

位置が表示される。また、避難所の避難者数に応じ、

赤色の円の大きさが変わることで視覚的に避難者数を

表すことができる。無線通信システムにより避難者数

データが受信され、データが更新されると、ポップアッ

プにより吹き出しが表示される。図では当校を避難所

に見立てた状態で表示をしているが避難者数、データ

更新日時などが表示される仕組みとなっている。また、

南区の避難所での避難者の合計人数も数値で表すこと

もできる。現在の避難所支援システムは 1 台しかない

ため、当校に設定してある避難所については支援サー

バーの避難者数を、当校避難所以外のところについて

は支援サーバーで避難者数に模した乱数を通信させる

形で統計を行い、システムが機能することを確認した。

図 15　避難所統計システム地図画面
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所管理システムにて避難所と災害対策本部に避難者数

などの避難者データを送信し、地図へ避難所ごとの避

難者数を表示できるような機能も備えている。

　本避難所支援システムの実証実験を校内避難訓練で

行い、迅速な避難者情報の入力と伝送が行えることを

実証し、1,000 人規模の避難所でも運用できることを

確認した。また、地域自治体の仕様に合わせるために

浜松市危機管理課及び静岡県西部危機管理局との意見

交換（図 18）を行い、地域ニーズに合わせたシステ

ムづくりに取り組んでいる。この取り組みの普及・浸

透を図るべく、浜松防災危機管理展などの各種展示会

への出展（図 19）やぼうさい甲子園 (11) へのエントリー

を行い、地域や専門家の意見を取り入れて進めている。
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